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雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域（※１）において、地域再生事業（※２）を行う法人を設立又は個人事業

を開業し、雇用保険の一般被保険者として労働者を２人以上雇い入れる事業主に対し、創業に係る経費及び労

働者の雇入れについて一定額を助成します。 

 

（※１）雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域とは、以下の21道県をいいます。 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、 

愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県 

 

（※２）上記の21道県それぞれが定める雇用創出に資する重点分野（以下「地域再生分野」といいます。）に該当 

する事業をいいます。詳しくは、21道県それぞれを管轄する道県労働局にお尋ね下さい。 

 

※当該助成金の対象は、平成23年６月1日以降に法人を設立又は個人事業を開業したものに限ります。 

次の区分の地域の違いにより、適用される種別が異なります。 

１  第１種地域再生中小企業創業助成金（以下「第１種」といいます。） 

雇用失業情勢が特に厳しい地域（北海道、青森県、岩手県、秋田県、高知県、長崎県、熊本県、宮崎県、鹿

児島県又は沖縄県の10道県） 

２  第２種地域再生中小企業創業助成金（以下「第２種」といいます。） 

雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域のうち１以外の地域（宮城県、山形県、福島県、奈良県、和歌山県、

鳥取県、島根県、愛媛県、福岡県、佐賀県又は大分県の11県） 

 

 

 

受給できるのは、次の１から13のいずれにも該当する事業主です。 

１  雇用保険の適用事業主であること。 

２  中小企業者の要件を満たす事業主であること。 

３  雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域に法人等の主たる事業所を設置していること。 

４  法人の設立又は個人事業の開業（以下「法人等の設立」といいます。）の日から起算して６ヶ月を経過する日ま

でに地域再生事業計画書（以下「事業計画書」といいます。）を提出し、認定を受けた事業主であること。 

５  認定を受けた計画に基づき、地域再生事業を主たる事業として行っている事業主であること。 

６  事業の実施に必要な許認可等を受けていることをはじめとして、法令を遵守し、適切に運営するものであるこ

雇用機会の増大が必要な地域等で求職者等を雇い入れることに伴い、 

事業所を創業した事業主の方への給付金 
 

雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域においては、地域再生分野（雇用創出に資する重点分野）での

創業により、雇用機会の創出を図ることが重要であり、また、地域雇用の創造を通じた地域再生のために

も、創業支援策をより一層積極的に展開していく必要があります。 

このため、雇用の場の確保のために、新たに中小企業者として法人を設立又は個人事業を開業し、求

職者を雇い入れて、地域再生事業を実施した場合に、地域再生中小企業創業助成金を支給します。 

 23 地域再生中小企業創業助成金 

受給できる事業主 
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と。 

７  次の（１）から（５）までの条件を満たす労働者（以下「創業・雇入支援対象労働者」といいます。）を２人以上雇用

している事業主であること。 

（１）継続して雇用する労働者（雇い入れ当初より、雇用保険の一般被保険者であって１週間の所定労働時間が30 

時間以上である者に限り、トライアル雇用、雇用期間の定めのある労働者、外国人技能実習生を除く。）として 

６ヶ月以上雇用されている者 

（２）雇入れ日現在で65歳未満の者 

（３）法人等の設立の日から起算して１年を経過する日までの間に雇い入れられ、かつ、縁故採用でない（一般公 

募等の通常の採用手続きを経ている）者 

（４）資本、資金、人事、取引等の状況からみて、親会社、子会社又は関連会社とほぼ同等の関係にある事業主 

間で、雇入れが行われていない者 

（５）学校教育法第１条に規定する中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校又 

は同法第124条に規定する専修学校に在学していない者並びにこれらの学校を卒業した年の６月末日を経過し

雇い入れられた者 

８  資本、資金、人事、取引等の状況からみて、親会社、子会社又は関連会社とほぼ同等の関係にある事業主が

行う事業と、事業内容に関し同一性が認められる事業を行っていないこと。 

  (注) 既存の会社が、行っていない事業分野について、新たな会社を設立する場合には、支給対象となります。 

９  法人等の代表者が、事業内容に関し同一性が認められる他の個人事業主若しくは法人の代表者でないこと、

又はこれらであった者でないこと。  

10 法人等の取締役会その他これに準ずる機関の構成員（その数が３人以上であるものに限ります。）の過半数が、

事業内容に関し同一性が認められる事業を行う他の事業主の役員である者、又は役員であった者でないこと。 

11 営業譲渡、営業の賃貸借、営業の委託等に伴い設立された法人等の事業主でないこと。 

12 法人等の設立の日から、助成金の支給申請日までの間に、当該法人等が雇用する雇用保険の一般被保険者 

を事業主都合で解雇したことがない事業主であること。 

13 本助成金の支給決定等に必要な労働関係帳簿類（出勤簿、タイムカード、賃金台帳、労働者名簿等）を備えてい

る事業主であること。 

 

 

 

１  創業支援金 

法人等の設立の日から６ヶ月以内に要し、かつ６ヶ月以内に支払った次の①から③までに該当する対象経費（人

件費を除きます。）の合計額に以下の割合を乗じた額（以下「基準額」といいます。）が支給されます。 

 （1）第１種の場合は合計額の１／２とします。 

     ただし、以下に定める額を上限とします。 

創業・雇入支援対象労働者が５人以上の場合  上限額  500万円 

創業・雇入支援対象労働者が５人未満の場合  上限額  300万円 

 （2）第２種の場合は合計額の１／３とします。   

    ただし、以下に定める額を上限とします。 

    創業・雇入支援対象労働者が５人以上の場合  上限額  250万円 

    創業・雇入支援対象労働者が５人未満の場合  上限額  150万円 

① 法人等の設立に関する事業計画作成費 

経営コンサルタント等の相談経費及び法人設立の登記又は開業に関する開廃業等届出書の作成等の代 

行費用等 

ただし、本助成金の算定基礎の対象経費としては、75万円を限度とします。 

   ② 職業能力開発経費 

事業を円滑に運営するための、創業者又は創業・雇入支援対象労働者に対する教育訓練経費 

受給できる額 
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   ③ 設備･運営経費（１点もしくは１契約が10万円以上のものに限ります。） 

     事業所の改修工事費、設備・備品、事務所借料、広告宣伝費等の設備・運営費 

ただし、事務所借料等についての本助成金の算定基礎の対象経費としては、６か月分を上限とします。 

２  雇入れ奨励金及び追加雇入れ奨励金 

（1）第１種の場合 

創業・雇入支援対象労働者１人につき60万円が支給されます。ただし100人分が限度となります。 

（2）第２種の場合 

創業・雇入支援対象労働者１人につき30万円が支給されます。ただし100人分が限度となります。 

 

 

 

１  地域再生事業の認定申請 

法人等の設立の日から起算して６ヶ月を経過する日までに事業計画書の認定申請を21道県それぞれを管轄す

る道県労働局に行うことが必要です。 

法人等の設立の前に事業計画書の認定申請を行う場合は、法人等の設立を事業計画書の認定から３ヶ月後ま

でに行う必要があります。 

２  支給申請 

 （1）創業支援金又は雇入れ奨励金 

創業・雇入支援対象労働者が５人（５人に満たない場合は２人目）に達した日から６ヶ月を経過する日以降であ

って、支給申請に係る創業・雇入支援対象労働者の最後の雇入れ日から６ヶ月を経過する日以後、当該日の翌

日から起算して１ヶ月を経過する日、若しくは法人等の設立等の日から起算して１年を経過する日の翌日から起

算して１か月を経過する日までの間に、創業支援金及び雇入れ奨励金の支給申請をすることができます。 

（2）追加雇入れ奨励金 

最初の支給申請後、法人等の設立の日から起算して１年を経過する日までの間に新たに創業・雇入支援対

象労働者を雇い入れたときは、雇入れの日から６ヶ月を経過する日の翌日から起算して１ヶ月を経過する日まで

の間に、雇入れ奨励金について、追加支給申請をすることができます。 

 

 

 

（参考）法人等の設立から支給申請までの流れ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域再生中小企業創業助成金については、創業・雇入支援対象労働者を６ヶ月以上雇用すれば必ず受給できる

ものではなく、労働者を継続して雇用する事業主の方に対して支給する助成金です。 

受給のための手続 

計画申請期限 雇入れ期限 

６ヶ月後３ヶ月以内 ６ヶ月後 ６ヶ月後

１
人
の
追
加
雇
入
れ
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そのため、以下の点にご注意ください。 

地域再生中小企業創業助成金における創業支援金については、創業支援金の支給申請の際に上限額が決定さ

れることとなります。 

例えば下図例のように、法人等の設立の日から起算して１年を経過する日までに５人以上創業・雇入支援対象労

働者を雇入れる予定であって、創業・雇入支援対象労働者を５人以上雇入れた場合の上限額の支給を受けようとす

るようなケースについては、創業支援金の支給申請日において１人目から５人目までの全ての創業・雇入支援対象

労働者を継続して雇用していることが支給の要件となります。 

 

 

   

法人等設立 

６ケ月 

創業支援金の 

支給申請日 

１

人

目 

２

人

目 ３

人

目 
４

人

目 ５

人

目

６ケ月

法人等の設立後１年 

※ 手続きその他詳細については、都道府県労働局又は公共職業安定所にお問い合わせください。
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